
（総則）
第１条　令和６年度八女市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）接続戸数 ４，７３５ 戸
（２）年間総有収水量 １，４４２，８４７ ㎥
（３）１日平均有収水量 ３，９５３ ㎥
（４）主要な建設改良事業

① 公共下水道管渠布設工事 ４４５，０００ 千円
② 流域下水道建設負担金 ３３，８００ 千円

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　下水道事業収益 ８４７，７６４ 千円
第１項 営業収益 ２７２，５４７ 千円
第２項 営業外収益 ５７５，２１６ 千円
第３項 特別利益 １ 千円

第１款　下水道事業費用 ８４４，９３２ 千円
第１項 営業費用 ７５６，１７０ 千円
第２項 営業外費用 ８４，５６２ 千円
第３項 特別損失 ２００ 千円
第４項 予備費 ４，０００ 千円
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（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

当年度分損益勘定留保資金２０７，００９千円で補てんするものとする。）

第１款　資本的収入 ８８１，６８１ 千円
第１項 企業債 ３５２，６００ 千円
第２項 他会計出資金 ２８７，５２０ 千円
第３項 補助金等 ２２１，７５９ 千円
第４項 負担金等 １９，８０２ 千円

第１款　資本的支出 １，１１６，５９０ 千円
第１項 建設改良費 ５７２，１９１ 千円
第２項 企業債償還金 ５４３，３９９ 千円
第５項 予備費 １，０００ 千円

（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「企業債」による。

（一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でこれらの経費の各項の間の流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。
（１）職員給与費 ５０，３５０ 千円

（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２３４，９０９千円は、当年度分消費税資本的収支調整額２７，９００千円、

収　　　　　入

支　　　　　出
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（他会計からの補助金）
第９条　経営の健全化の早期実現を図るため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、７５８，００１千円である。

令和６年２月２１日提出

八女市長　　三田村　統　之
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（単位：千円）

予 定 額

1 下水道事業収益 847,764

1 営業収益 272,547

1 下水道使用料 272,413 下水道使用料 262,250

農業集落排水施設使用料 10,163

4 その他営業収益 134 手数料 131

雑収益 3

2 営業外収益 575,216

1 受取利息及び配当金 1 預金利息

2 他会計負担金 318,557

3 他会計補助金 86,665

4 国庫補助金 4,500

6 長期前受金戻入 155,484

8 消費税及び地方消費税還付金 10,000

9 雑収益 9

3 特別利益 1

2 過年度損益修正益 1

令和６年度　八女市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　入

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

予 定 額

1 下水道事業費用 844,932

1 営業費用 756,170

1 管渠費 22,982 給料 2,877

手当等 2,429

法定福利費 1,009

備消品費 600

光熱水費 96

委託料 11,681

手数料 730

賃借料 210

修繕費 495

動力費 2,340

保険料 71

賞与引当金繰入額 368

法定福利引当金繰入額 76

3 処理場費 10,036 備消品費 10

燃料費 10

光熱水費 420

通信運搬費 97

委託料 4,619

修繕費 2,000

動力費 2,880

支　　出

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

予 定 額

1 下水道事業費用 1 営業費用 5 総係費 63,106 給料 9,692

手当等 6,498

法定福利費 3,132

旅費 100

報償費 15,230

備消品費 339

印刷製本費 459

通信運搬費 282

委託料 14,395

手数料 957

賃借料 7,977

負担金 2,400

賞与引当金繰入額 1,310

法定福利引当金繰入額 268

貸倒引当金繰入額 67

6 流域下水道維持管理負担金 265,541

7 減価償却費 394,089 有形固定資産減価償却費 281,554

無形固定資産減価償却費 112,535

8 資産減耗費 416 固定資産除却費

2 営業外費用 84,562

1 支払利息及び企業債取扱諸費 84,562 企業債利息 84,464

借入金利息 98

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

予 定 額

1 下水道事業費用 3 特別損失 200

4 過年度損益修正損 200

4 予備費 4,000

1 予備費 4,000

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

予 定 額

1 資本的収入 881,681

1 企業債 352,600

1 企業債 352,600

2 他会計出資金 287,520

1 他会計出資金 287,520

3 補助金等 221,759

1 国庫補助金 156,500

3 他会計補助金 65,259

4 負担金等 19,802

1 受益者負担金等 19,800 受益者負担金 19,000

区域外流入分担金 800

2 分担金 2

資本的収入及び支出

収　　入

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

予 定 額

1 資本的支出 1,116,590

1 建設改良費 572,191

1 施設改良費 538,391 給料 10,294

手当等 8,909

法定福利費 3,488

委託料 20,500

修繕費 8,500

補償費 1,000

負担金 25,000

工事請負費 460,700

2 流域下水道建設負担金 33,800

2 企業債償還金 543,399

1 企業債償還金 543,399

5 予備費 1,000

1 予備費 1,000

支　　出

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 536 有形固定資産の取得による支出 △ 491,598

減価償却費 394,089 無形固定資産の取得による支出 △ 30,728

固定資産除却費 416 国庫補助金による収入 156,500

減損損失 0 他会計補助金による収入 65,259

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 50 受益者負担金等による収入 19,800

その他引当金の増減額（△は減少） △ 9 分担金による収入 2

長期前受金戻入額 △ 155,484 投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 280,765

受取利息及び配当金 △ 1

支払利息及び企業債取扱諸費 84,562 ３　財務活動によるキャッシュ・フロー

固定資産売却損益（△は収益） 0 建設改良費等の財源に充てるための企業債

未収金の増減額（△は増加） △ 11,935 による収入 352,600

その他流動資産の増減額（△は増加） 0 建設改良費等の財源に充てるための企業債

特定収入仮払消費税の調整額 △ 21,960 の償還による支出 △ 543,398

未払金の増減額（△は減少） 5,620 他会計からの出資による収入 287,520

その他流動負債の増減額（△は減少） 0 財務活動によるキャッシュ・フロー③ 96,722

小計 295,784

利息及び配当金の受取額 1 資金増減額（△は減少）①＋②＋③ 27,180

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 84,562 資金期首残高 20,087

業務活動によるキャッシュ・フロー① 211,223 資金期末残高 47,267

令和６年度　八女市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）
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  一般職

（1）総括

報酬 給料 手当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
(  )
4

12,569 9,046 21,615 1,559 4,485 27,659

(  )
3

10,294 6,227 16,521 2,682 3,488 22,691

(  )
7

22,863 15,273 38,136 4,241 7,973 50,350

(  )
5

12,646 9,349 21,995 1,509 4,518 28,022

(  )
2

11,860 6,445 18,305 3,682 3,799 25,786

(  )
7

24,506 15,794 40,300 5,191 8,317 53,808

(  )
△1

△ 77 △ 303 △ 380 50 △ 33 △ 363

(  )
1

△ 1,566 △ 218 △ 1,784 △ 1,000 △ 311 △ 3,095

(  )
△ 1,643 △ 521 △ 2,164 △ 950 △ 344 △ 3,458

備考　「職員数」欄の()内は、短時間勤務職員について外書きとする。

扶養手当 管理職手当 地域手当 特殊勤務 時間外勤務 住居手当 通勤手当 期末勤勉 管理職特別 単身赴任手当

(千円) (千円) (千円) 手当(千円) 手当(千円) (千円) (千円) 手当(千円) 勤務手当(千円) (千円)

本年度 650 3,000 1,053 450 10,120

前年度 1,400 2,600 503 500 10,791

比較 △ 750 400 550 △ 50 △ 671

給 与 費 明 細 書

給 与 費

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

区 分
職員数

退職手当
組合負担金

法定福利費 合計
備 考

本
年
度

前
年
度

比　

較

手当の内訳

区分
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

報酬 給料 手当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
(  )
4

12,569 9,046 21,615 1,559 4,485 27,659

(  )
3

10,294 6,227 16,521 2,682 3,488 22,691

(  )
7

22,863 15,273 38,136 4,241 7,973 50,350

(  )
5

12,646 9,349 21,995 1,509 4,518 28,022

(  )
2

11,860 6,445 18,305 3,682 3,799 25,786

(  )
7

24,506 15,794 40,300 5,191 8,317 53,808

(  )
△1

△ 77 △ 303 △ 380 50 △ 33 △ 363

(  )
1

△ 1,566 △ 218 △ 1,784 △ 1,000 △ 311 △ 3,095

(  )
△ 1,643 △ 521 △ 2,164 △ 950 △ 344 △ 3,458

扶養手当 管理職手当 地域手当 特殊勤務 時間外勤務 住居手当 通勤手当 期末勤勉 管理職特別 単身赴任手当

(千円) (千円) (千円) 手当(千円) 手当(千円) (千円) (千円) 手当(千円) 勤務手当(千円) (千円)

本年度 650 3,000 1,053 450 10,120

前年度 1,400 2,600 503 500 10,791

比較 △ 750 400 550 △ 50 △ 671

　イ　会計年度任用職員・・・該当無し

給 与 費

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載する。

２　()内は、短時間勤務職員について外書きとする。

区 分
職員数

退職手当
組合負担金

法定福利費 合計
備 考

本
年
度

前
年
度

比　

較

手当の内訳

区分

－ 12 －



（2）給料及び手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）  

450

755

△ 2,848

222

△ 743

（3）給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　ア　職員一人当たり給与 　ウ　級別職員数  

級

8　級 （　　　）

7　級 （　　　）

6　級 （　　　）

5　級 1 （　　　）

4　級 1 （　　　）

3　級 1 （　　　）

2　級 3 （　　　）

　イ　初任給  1　級 1 （　　　）

計 7 （　　　）

8　級 （　　　）

7　級 （　　　）

6　級 （　　　）

5　級 2 （　　　）

4　級 1 （　　　）

3　級 1 （　　　）

2　級 1 （　　　）

1　級 2 （　　　）

計 7 （　　　）

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

区 分 一 般 職 一 般 職

平均給料月額(円) 272,157 職 員 数 （ 人 ）

平均給与月額(円) 296,214 

平 均 年 齢(歳) 34.0 

平均給料月額(円) 291,729 

平均給与月額(円) 312,514 

平 均 年 齢(歳) 38.3 

区 分 一 般 職 一般会計の制度

高 校 卒 170,900円 170,900円

大 学 卒 196,200円 196,200円

「職員数」欄の()内は、短時間勤務職員について外書きとする。

区 分 説 明 備 考

給 料 △ 1,643

手 当 △ 521

区 分

令和6年4月現在

令和5年4月現在

令和6年4月現在

令和5年4月現在

－ 13 －



　エ　期末手当・勤勉手当

　オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当  

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度

の者(月分) の者(月分) の者(月分) (月分)

　キ　その他の手当

全市内

0

0

支給地域外

支 給 期 別 支 給 率

６月(月分) １２月(月分)

(1.175) (1.175) (2.35)

2.250 2.250 4.50 

(1.15) (1.15) (2.30)

2.200 2.200 4.40 

(1.175) (1.175) (2.35)

2.250 2.250 4.50 

()内は、短時間勤務職員について外書きとする。

定年前早期退職特例措置

(2% ～ 20% 加 算 )

定年前早期退職特例措置

(2% ～ 20% 加 算 )

　カ　地域手当

支 給 対 象 地 域 区    分 一般会計の制度との異同 差異の内容

支  給  率  (％) 扶 養 手 当 同

支給対象職員数(人) 住 居 手 当 同

国の制度(支給率) 通 勤 手 当 同

区 分
支 給 率 計
( 月 分 )

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備      考

本 年 度 有

前 年 度 有

一 般 会 計 の 制 度 有

区 分 その他の加算措置等 備 考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 

一 般 会 計 の 制 度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 
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限    度    額 起債の方法 利        率 償   還   の   方   法

公 共 下 水 道 事 業 161,800

流 域 下 水 道 事 業 29,000

過 疎 対 策 事 業 161,800

企　　　　業　　　　債

(単位：千円)

起     債     の     目     的

証書借入又は
証  券  発  行

財政融資資金
そ 　　の　　他

４．０％以内（ただし、
利率見直し方式で借り入
れる財政融資資金及び地
方公共団体金融機構資金
について、利率の見直し
を行った後においては、
当該見直し後の利率）

財政融資資金及び地方公共団体
金融機構資金についてはその融
通条件により、銀行その他の場
合にはその債権者と協定すると
ころによる。ただし、市財政の
都合により据置期間及び償還期
限を短縮し、もしくは繰上償還
又は低利に借換えることができ
る。
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(単位：千円)

１　固定資産
  (1) 有形固定資産
　　イ　土地 10,472
　　ロ　建物 29,998
　　　　減価償却累計額 △ 4,839 25,159
　　ハ　構築物 12,840,336
　　　　減価償却累計額 △ 1,289,469 11,550,867
　　ニ　機械及び装置 169,133
　　　　減価償却累計額 △ 51,720 117,413
　　ホ　工具器具及び備品 99
　　　　減価償却累計額 0 99
　　ヘ　建設仮勘定 18,636
　　　　有形固定資産合計 11,722,646
  (2) 無形固定資産
　　イ　施設利用権 2,158,835
　　　　無形固定資産合計 2,158,835
  (3) 投資その他の資産
　　イ　出資金 1,710
　　　　投資その他の資産合計 1,710
　　　　固定資産合計 13,883,191

２　流動資産
  (1) 現金預金 47,267
  (2) 未収金 130,574
　　　未収金貸倒引当金 △ 266 130,308
　　　　流動資産合計 177,575
　　　  資産合計 14,060,766

令和６年度　八女市下水道事業予定貸借対照表
(令和７年３月３１日)

資 産 の 部
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３　固定負債
  (1) 企業債 5,717,965
　　　　固定負債合計 5,717,965
４　流動負債
  (1) 企業債 531,304
  (2) 未払金 98,951
  (3) 引当金 3,761
  (4) その他流動負債 500
　　　　流動負債合計 634,516
５　繰延収益
  (1) 長期前受金 6,427,855
  (2) 長期前受金収益化累計額 △ 738,389
　　　　繰延収益合計 5,689,466
　　　　負債合計 12,041,947

６　資本金 1,874,637
７　剰余金
  (1) 資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 0
　　ロ　その他資本剰余金 0
　　　　資本剰余金合計 0
  (2) 利益剰余金
　　イ　減債積立金 13,590
　　ロ　当年度未処分利益剰余金 130,592
　　　　利益剰余金合計 144,182
　　　　剰余金合計 144,182
　　　　資本合計 2,018,819
　　　　負債資本合計 14,060,766

負 債 の 部

資 本 の 部
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(単位：千円)
１　営業収益
  (1) 下水道使用料 247,769
　(2) その他営業収益 179 247,948
２　営業費用
　(1) 管渠費 29,151
　(2) 処理場費 8,743
　(3) 総係費 48,183
　(4) 流域下水道維持管理負担金 192,436
　(5) 減価償却費 384,908
　(6) 資産減耗費 880 664,301
　　　営業損失 416,353
３　営業外収益
　(1) 受取利息及び配当金 1
　(2) 他会計負担金 328,734
　(3) 他会計補助金 151,984
　(4) 国庫補助金 2,200
　(5) 長期前受金戻入 151,985
　(6) 雑収益 9 634,913
４　営業外費用
  (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 87,574
　(2) 雑支出 749 88,323 546,590
　　　経常利益 130,237
５　特別利益
  (1) 過年度損益修正益 1 1
６　特別損失
　(1) 過年度損益修正損 182 182 △ 181
　　　当年度純利益 130,056
　　　前年度繰越利益剰余金 0
　　　当年度未処分利益剰余金 130,056

令和５年度　八女市下水道事業予定損益計算書
(令和５年４月１日～令和６年３月３１日)
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(単位：千円)

１　固定資産
　(1) 有形固定資産
　　イ　土地 10,472
　　ロ　建物 29,998
　　　　減価償却累計額 △ 3,871 26,127
　　ハ　構築物 12,356,334
　　　　減価償却累計額 △ 1,015,599 11,340,735
　　ニ　機械及び装置 153,550
　　　　減価償却累計額 △ 45,004 108,546
　　ホ　工具器具及び備品 99
　　　　減価償却累計額 0 99
　　ヘ　建設仮勘定 27,039
　　　　有形固定資産合計 11,513,018
　(2) 無形固定資産
　　イ　施設利用権 2,240,642
　　　　無形固定資産合計 2,240,642
　(3) 投資その他の資産
　　イ　出資金 1,710
　　　　投資その他の資産合計 1,710
　　　　固定資産合計 13,755,370

２　流動資産
　(1) 現金預金 20,087
　(2) 未収金 118,639
　　　未収金貸倒引当金 △ 316 118,323
　　　　流動資産合計 138,410
　　　  資産合計 13,893,780

令和５年度　八女市下水道事業予定貸借対照表
(令和６年３月３１日)

資 産 の 部
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３　固定負債
　(1) 企業債 5,896,670
　　　　固定負債合計 5,896,670
４　流動負債
　(1) 企業債 543,398
　(2) 未払金 93,331
　(3) 引当金 3,769
　(4) その他流動負債 500
　　　　流動負債合計 640,998
５　繰延収益
　(1) 長期前受金 6,208,254
　(2) 長期前受金収益化累計額 △ 582,905
　　　　繰延収益合計 5,625,349
　　　　負債合計 12,163,017

６　資本金 1,587,117
７　剰余金
　(1) 資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 0
　　ロ　その他資本剰余金 0
　　　　資本剰余金合計 0
　(2) 利益剰余金
　　イ　減債積立金 13,590
　　ロ　当年度未処分利益剰余金 130,056
　　　　利益剰余金合計 143,646
　　　　剰余金合計 143,646
　　　　資本合計 1,730,763
　　　　負債資本合計 13,893,780

負 債 の 部

資 本 の 部
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【注記】

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法
・主な耐用年数

建物 １５年～６０年
構築物 ３０年～５０年
機械及び装置 １０年～２０年
車両運搬具 ４年～５年
工具器具及び備品 ３年～１５年

（２）無形固定資産
・減価償却の方法 定額法
・主な耐用年数

施設利用権 ３５年

２　引当金の計上方法
（１）退職給付引当金

（２）賞与引当金及び法定福利引当金
　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費（共済組合負担金）の支払に備えるため、当年度末における支払
見込額に基づき、当年度の負担に属する額（翌年度６月に支払う期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、当年度

（３）貸倒引当金

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

１　企業債の償還に関する他会計の負担
　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものを含む）のうち、
他会計が負担すると見込まれる額は、８３３，０１４千円である。

　当市は退職手当組合に加入しており、その負担方法により引当金の計上の必要がない。

１２月～３月までの４カ月分の勤務実績相当分）を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。
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Ⅲ　セグメント情報の開示

１　報告セグメントの概要
　八女市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業（個別排水処理事業を含む。）の２事業を運営しており、各事業
毎に運営方針等を決定していることから、この２つを報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントの事業内容及び財務情報の内訳は以下のとおりである。

２　各報告セグメントの営業収益等
　当年度（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） （単位：千円）

セ グ メ ン ト 区 分 事    業    内    容

公 共 下 水 道 事 業 下水道法上の下水道、公共下水道において汚水の処理を行う事業

農業集落排水事業
下水道法上の下水道以外のもの、農業集落排水施設及び個別排水処理施設に
おいて汚水の処理を行う事業

区         分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合     計

営業収益 238,540 9,244 247,784

営業費用 686,207 41,206 727,413

営業損益 △ 447,667 △ 31,962 △ 479,629

経常損益 △ 8,012 8,729 717

セグメント資産 13,354,305 706,461 14,060,766

セグメント負債 11,401,050 640,897 12,041,947

その他の項目

　他会計負担金 300,018 18,539 318,557

　他会計補助金 73,382 13,283 86,665

　長期前受金戻入 141,879 13,605 155,484

　減価償却費 368,800 25,289 394,089

　支払利息及び企業債取扱諸費 79,895 4,667 84,562
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